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はじめに 

 

 米国・カリフォルニア州は、全米のうちでも州内に多くの主要断層が横切る地

震危険の高い州である。同州では 1906 年のサンフランシスコ地震をはじめ、多く

の地震が発生している。中でも 1994 年 1 月 17 日午前 4 時 31 分(現地時間)、ロサ

ンゼルス北方のノースリッジ地区を襲った地震は、150 億ドルという米国の損害

保険史上未曾有の保険金支払をもたらした。 
 
 この地震を背景に、カリフォルニア州の保険市場は大きく様相を変えた。カリ

フォルニア州で営業を行っている損害保険会社が、住宅に対する保険販売を制限

する動きに出たため、カリフォルニア州の地震保険は、一時的ではあるが事実上

入手ができない保険危機状態となった。この危機を打開するため、住宅向け地震

保険を扱う機関としてCEA（California Earthquake Authority）が組織された。

CEA は住宅向け地震保険の世界最大のプロバイダーであり、CEA の地震保険制

度に加えカリフォルニア州の地震保険事情を調査しておく必要性は高い。 
 
 本機構では、1999 年より CEA の地震保険制度に関する調査を継続的に行って

いるが、2006 年 7 月、CEA は保険料率を州平均で 22%引き下げるという大改定

を行った。これを受け、現在のカリフォルニア州の地震保険市場およびCEA の地

震保険制度について調査を行い報告書にまとめた。この報告書は 2006 年秋時点に

おけるCEA を調査したものである。今後もCEA の料率や事業について、大きな

動きが出てくる可能性があることを付記しておきたい。 
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